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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第３四半期連結
累計期間

第44期
第３四半期連結
累計期間

第43期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 22,822,077 17,746,005 29,234,927

経常利益（千円） 4,396,979 2,584,596 4,907,578

四半期（当期）純利益（千円） 2,270,948 1,550,211 2,469,417

四半期包括利益又は包括利益（千円） 2,265,323 1,548,305 2,470,873

純資産額（千円） 18,371,059 19,489,192 18,717,299

総資産額（千円） 34,050,368 38,419,039 35,312,200

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
102.88 69.45 111.70

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 53.88 50.73 53.00

　

回次
第43期

第３四半期連結
会計期間

第44期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 26.97 22.91

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

EDINET提出書類

三協フロンテア株式会社(E04890)

四半期報告書

 2/16



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、海外経済の減速や歴史的な円高を背景とした輸出の減少、エ

コカー補助金終了の影響等を受け落ち込んだものの、新政権による景気回復策への期待感などにより、円安へ転換

するなど、回復の兆しが見えております。一方で、日中関係の悪化による輸出減少、消費税率引き上げに伴う駆け込

み需要とその後の反動減が懸念されるなど、不透明感はぬぐえません。

ユニットハウス業界におきましては、復興需要を受け、当初想定された速度ではないものの、東北地方を中心に震

災復興の公共事業等や民間の建築等に伴う需要が増加しており、また設備投資の持ち直し等により関東地方を中心

に需要もゆるやかに回復してきております。

このような情勢のなか、当社グループは、震災復興関連工事に伴う仮設現場事務所や仮設施設、被災された方の倉

庫や仮事務所など、被災地域の需要増加に優先的に対応する等、震災復興に全力で取り組んでまいりました。

また、継続して取り組んでおります展示販売場やトランクルーム等の販売ネットワーク拡充についても、計画に

沿っておおむね順調に進捗しており、当第３四半期連結累計期間レンタル料収入は10,057百万円（前年同期比13.2

％減）、当第３四半期連結累計期間製品売上高は7,542百万円（前年同期比30.9％減）となりました。なお、前年実

績に東日本大震災の仮設住宅建設の売上高が含まれているため、前年同期比は減少となっておりますが、当期の計

画との比較ではおおむね順調な推移となっております。

その他の事業につきましては、当第３四半期連結累計期間売上高は146百万円（前年同期比56.2％減）となりま

した。

上記の結果、当第３四半期連結累計期間売上高は17,746百万円（前年同期比22.2％減）となりました。

利益面におきましては、営業利益2,506百万円（前年同期比43.1％減）、経常利益2,584百万円（前年同期比41.2

％減）、四半期純利益1,550百万円（前年同期比31.7％減）となりました。

　　

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　なお、当社グループでは、以下の経営方針を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」で

あることが望ましいと考えています。

　

経営方針　

　法令及び社会規範の遵守を前提として次の事項を推進し、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を

目指す。

　①効率的な資産運用及び利益重視の経営による業績の向上並びに積極的な利益還元

　②経営の透明性確保

　③顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される経営体制の構築を行う。

　また、上記の経営方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した場合には、当該表明者や大阪証

券取引所その他の第三者（独立社外者）とも協議のうえ、次の３項目の要件を充足する必要かつ妥当な措置

を講じるものとします。

ａ．当該措置が上記の経営方針に沿うものであること

ｂ．当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと

ｃ．当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと　
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(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、120百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　　

(4）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３四

半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

新設

会社名　
事業所名
（所在地）　

セグメントの
名称

設備の内容　
投資予定金額

資金調達方
法　

着手及び完了予定年月　
完成後の
増加能力　

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

提出会社

つくば工場

（茨城県土

浦市）　

ユニットハ

ウス事業　

ユニットハ

ウス生産工

場新設　

3,500,0001,091,000自己資金
平成24年

12月　

平成25年

10月　

12,000棟/

年生産

　

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に対し3,106百万円増加し38,419百万円となり

ました。変動の大きかった主なものは、レンタル資産の増加3,086百万円、土地の増加1,091百万円、たな卸資産の増

加392百万円、売上債権の増加916百万円、現金及び預金の減少3,326百万円などであります。

　負債の合計額は、前連結会計年度末に対し2,334百万円増加し18,929百万円となりました。変動の大きかった主な

ものは、短期および長期借入金の増加4,644百万円、未払法人税等の減少2,069百万円などであります。

純資産の合計額は、前連結会計年度末に対し771百万円増加し19,489百万円となりました。自己資本比率は50.7％

となっており、健全な財務体質を保っております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,356,800 23,356,800

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は、1,000株であ

ります。

計 23,356,800 23,356,800 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成24年10月１日～

　平成24年12月31日　
－　 23,356 －　 1,545,450 －　 2,698,150

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　1,122,000 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は、1,000株でありま

す。

完全議決権株式（その他） 普通株式　 22,195,000 22,195 同上

単元未満株式 普通株式　　　 39,800 － 同上

発行済株式総数 　　　　　 23,356,800 － －

総株主の議決権 － 22,195 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三協フロンテア株式会社 千葉県柏市新十余二５ 1,122,000 － 1,122,000 4.80

計 － 1,122,000 － 1,122,000 4.80

　（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式の数は、1,122,000株であります。

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,337,993 2,011,215

受取手形 ※2
 884,332

※2
 1,433,820

営業未収入金 2,621,058 3,062,194

売掛金 1,202,079 1,127,589

販売用不動産 17,964 17,964

商品及び製品 686,364 735,208

仕掛品 310,283 471,150

原材料及び貯蔵品 914,125 1,096,592

その他 723,576 618,885

貸倒引当金 △39,274 △40,616

流動資産合計 12,658,504 10,534,004

固定資産

有形固定資産

レンタル資産（純額） 11,247,041 14,333,574

建物（純額） 1,288,495 1,991,577

土地 8,169,638 9,260,888

その他（純額） 1,110,142 1,382,250

有形固定資産合計 21,815,317 26,968,291

無形固定資産 184,664 190,924

投資その他の資産 ※1
 653,713

※1
 725,819

固定資産合計 22,653,695 27,885,035

資産合計 35,312,200 38,419,039

負債の部

流動負債

支払手形 ※2
 353,927

※2
 283,936

買掛金 4,459,664 4,581,786

短期借入金 1,558,000 4,708,000

未払費用 2,075,103 1,853,665

未払法人税等 2,412,678 343,603

賞与引当金 333,053 167,663

役員賞与引当金 19,500 －

その他 ※2
 2,033,233

※2
 2,065,267

流動負債合計 13,245,161 14,003,923

固定負債

長期借入金 2,504,000 3,998,000

退職給付引当金 447,774 497,332

役員退職慰労引当金 168,091 175,779

環境対策引当金 15,569 15,569

資産除去債務 162,588 190,093

その他 51,717 49,150

固定負債合計 3,349,740 4,925,923

負債合計 16,594,901 18,929,847
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,545,450 1,545,450

資本剰余金 2,775,491 2,776,663

利益剰余金 14,656,166 15,508,809

自己株式 △233,256 △307,033

株主資本合計 18,743,850 19,523,889

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 77 △141

為替換算調整勘定 △32,868 △34,555

その他の包括利益累計額合計 △32,791 △34,697

新株予約権 6,240 －

純資産合計 18,717,299 19,489,192

負債純資産合計 35,312,200 38,419,039

EDINET提出書類

三協フロンテア株式会社(E04890)

四半期報告書

 9/16



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 22,822,077 17,746,005

売上原価 13,737,585 10,377,589

売上総利益 9,084,492 7,368,415

販売費及び一般管理費 4,676,652 4,862,180

営業利益 4,407,840 2,506,235

営業外収益

スクラップ売却収入 21,718 19,701

保険返戻金 10,378 126,238

その他 28,193 17,100

営業外収益合計 60,290 163,040

営業外費用

支払利息 50,463 52,541

支払手数料 9,034 21,293

その他 11,653 10,844

営業外費用合計 71,151 84,679

経常利益 4,396,979 2,584,596

特別利益

新株予約権戻入益 52 5,980

特別利益合計 52 5,980

特別損失

減損損失 20,110 －

固定資産除売却損 21,495 20,541

会員権評価損 510 －

貸倒引当金繰入額 10,895 －

特別損失合計 53,011 20,541

税金等調整前四半期純利益 4,344,020 2,570,034

法人税、住民税及び事業税 2,160,125 872,295

法人税等調整額 △87,054 147,527

法人税等合計 2,073,071 1,019,822

少数株主損益調整前四半期純利益 2,270,948 1,550,211

四半期純利益 2,270,948 1,550,211
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,270,948 1,550,211

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,035 △219

為替換算調整勘定 △4,588 △1,686

その他の包括利益合計 △5,624 △1,906

四半期包括利益 2,265,323 1,548,305

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,265,323 1,548,305
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ8,382千円増加しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

投資その他の資産 10,700千円 8,985千円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 40,000千円 30,250千円

支払手形 74,540 50,602

流動負債（その他） 32,861 49,541

　

  ３．特定融資枠契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引先金融機関（銀行６行）とリボルビング・クレジット・

ファシリティ（貸出コミットメント）契約を締結しており、また取引先金融機関（銀行６行）とタームロー

ン契約（分割実行可能期間付金銭消費貸借契約）を締結しております。

　それぞれの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

貸出コミットメントの総額 5,000,000千円 5,000,000千円

借入実行残高 1,000,000 3,800,000

差引額 4,000,000 1,200,000

　

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

タームローンの総額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 － 2,000,000

差引額 2,000,000 －

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 1,994,028千円 2,449,252千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日

取締役会
普通株式 110,370 5.00平成23年３月31日平成23年６月22日利益剰余金

平成23年９月20日

取締役会
普通株式 303,517 13.75平成23年９月30日平成23年12月８日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月10日

取締役会
普通株式 364,053 16.25平成24年３月31日平成24年６月21日利益剰余金

平成24年10月30日

取締役会
普通株式 333,514 15.00平成24年９月30日平成24年12月10日利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

当社グループはユニットハウス事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重要

性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

当社グループはユニットハウス事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重要

性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 102円88銭 69円45銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 2,270,948 1,550,211

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 2,270,948 1,550,211

普通株式の期中平均株式数（千株）  22,073 22,322

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　平成24年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・333,514千円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・15円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成24年12月10日

 （注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月12日

三協フロンテア株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海野　隆善　　印　　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木浩一郎　印　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三協フロンテア株

式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日か

ら平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三協フロンテア株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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